
大学設置状況 

公立大学の状況について 

※一般社団法人公立大学協会の資料を基に作成 
 
・公立大学の数は増加傾向にあり，平成２８年度は８８校 
 で，平成元年の３７校と比較すると，約２．４倍の増と 
 なっている。 
 
・公立大学法人の数も増加傾向にあり，平成２８年度は６７ 
 の公立大学法人が設立されている。公立大学法人が設置し 
 ている大学の数は，８８校のうち７２校であり，約８割を 
 占めている。 
 
・公立大学の在籍者数は，平成２８年度１５０，４７７人 
 で，平成元年の６１，２６４人と比較すると，約２．５倍 
 の増となっている。 
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公立大学の大学数，法人化数，在籍者数の推移 

大学数 

法人化数 

在籍者数 

公立大学法人が 

設置している大学 

７２校（81.8%） 

公立大学法人以外が 

設置している大学 

１６校（18.2%） 

設置主体別の公立大学設置状況（Ｎ＝８８） 

（大学院大学１校含む） 

資料７－１ 
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設置主体の状況 

都道府県 

４７校（65.3%） 

指定都市 

８校（11.1%） 

中核市 

７校（9.7%） 

一般市 

６校（8.3%） 

施行時特例市 

１校（1.4%） 

一部事務組合 

１校（1.4%） 

広域連合 

１校（1.4%） 

県市共同 

１校（1.4%） 

公立大学法人大学の設置主体状況（Ｎ＝７２） 

都道府県 

１１校（68.8%） 

中核市 

２校（12.5%） 

指定都市 

１校（6.3%） 

一般市 

１校（6.3%） 

一部事務組合 

１校（6.3%） 

公立大学法人以外の大学の設置主体状況（Ｎ＝１６） 

※一般社団法人公立大学協会の資料を基に作成（同協会掲載 
 の直近データである平成２７年度の内容で整理している。 
 この資料における，これ以降のグラフについても同様であ 
 る。） 
 
・公立大学法人が設置する７２校について，設置主体が都道 
 府県となっているのは４７校で約６５％，指定都市が８校 
 で約１１パーセント，中核市が７校で約１０％などとなっ 
 ている。 
 
・また，少数ではあるが，一部事務組合，広域連合など，複 
 数の自治体が共同して，公立大学法人を設置している例も 
 ある。 

・公立大学法人以外のいわゆる自治体が直営で設置している 
 大学は１６校あり，都道府県が１１校で約７０％，中核市 
 が２校で約１３％などとなっている。 
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地域別の状況 

関東・甲信越(19.8%) 

北海道・東北(18.6%) 

東海・北陸 

(17.4%) 

中国・四国 

(16.3%) 

近畿 

(14.0%) 

九州・沖縄 

(14.0%) 

地域別設置割合（Ｎ＝８６） 

１，０００人以下 

(39.5%) 

１，００１人～ 

２，０００人 

(34.9%) 

２，００１人以上 

(25.6%) 

学生総現員区分の割合（Ｎ＝８６） 

学生総現員区分の状況 

・公立大学の地域別の設置状況を見ると，地域による偏りは 
 ほとんどなく，最大の関東・甲信越で約２０％，最小の近 
 畿，九州・沖縄でも約１４％となっている。 

・学生総現員の状況を見ると，１，０００人以下の区分が約 
 ４０％で一番多く，次いで２，０００人以下が約３５％， 
 ２，００１人以上が約２６％となっている。 
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学部の状況 

１学部：４３校 

(50.0%) 

２学部：１９校 

(22.1%) 

３学部：８校 

(9.3%) 

４学部：８校 

(9.3%) 

５学部以上：６校 

(7.0%) 

大学院大学：２校 

(2.3%) 

公立大学１校当たりの学部の数・割合（Ｎ＝８６） 

看護・保健医療 

・福祉関連系統 

(28.2%) 

社会科学系統 

(14.4%) 

人文科学系統 

(12.1%) 
理・工学系統 

(12.1%) 

芸術関連系統 

(8.6%) 

医学系統 

(6.9%) 

情報関連系統 

(4.0%) 

生活関連系統 

(3.4%) 

その他 

（横断的・総合的） 

(10.3%) 

学部の設置傾向（Ｎ＝１７４） 

※一般社団法人公立大学協会の資料を基に作成。学部系統は 
 同協会が独自に設定して整理したもので，あくまでも目安 
 としてのものである。 
 
・公立大学が設置している学部系統の状況を見ると，看護・ 
 保健医療・福祉関連系統が約３０％で一番多く，次いで社 
 会科学系統が約１５％，人文科学系統が約１２％などと 
 なっている。 
 
・情報関連系統，生活関連系統は少数であり，これらで全体 
 の１割に満たない状況である。 
 
・特定の学部に分類されないその他の割合が約１０％となっ 
 ている。 

・公立大学が設置する学部の数の状況を見ると，１学部のみ 
 の大学が４３校と一番多く，全体の半分を占めており，次 
 いで２学部設置が１９校で約２２％となっており，これら 
 で全体の約７割を占めている。 
 
・３学部以上を設置している大学は２２校あり，全体の約３ 
 割を占めている。 
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教職員の状況 

１００人以下 

(59.3%) 

１０１人～ 

２００人 

(19.8%) 

２０１人～ 

３００人 

(8.1%) 

４０１人以上 

(8.1%) 

３０１人～ 

４００人 

(4.7%) 

教員総現員区分の割合（Ｎ＝８６） 

２１人～５０人 

(40.7%) 

２０人以下 

(27.9%) 

５１人～１００人 

(18.6%) 

１０１人～２００人 

(9.3%) 

２０１人以上 

(3.5%) 

職員総現員区分の割合（Ｎ＝８６） 

・公立大学に勤務する教員の総現員の状況を見ると，１００ 
 人以下の大学が約６０％で一番多く，次いで２００人以下 
 が約２０％となっている。 
 
・３０１人以上の教員を有している大学は，全体の約１３％ 
 となっている。 

・公立大学に勤務する職員の総現員の状況を見ると，２１人 
 ～５０人の大学が約４０％で一番多く，次いで２０人以下 
 が約２８％となっており，これらで全体の約７割を占めて 
 いる。 
 
・１０１人以上の職員を有している大学は，全体の約１４％ 
 となっている。 
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北海道に所在する公立大学 

所在市名 
（）内は設置団体 

公立大学名 
（）内は設置主体 

設置学部 
（平成２８年度時点） 

学部（昼間）の学生数 
※人数は一般社団法人公立大学協会作成の大学基本情報（２０１５）「８－Ｄ２ 学科別学生数」から転記 

釧路市 
（釧路公立大学事務組合） 

釧路公立大学 
（釧路公立大学事務組合） 

経済学部 １年：３２５人，２年：３５９人，３年：３０３人，４年：３３７人，計：１，３２４人 

函館市 
（函館圏公立大学広域連合） 

公立はこだて未来大学 
（公立大学法人はこだて未来大学） 

システム情報科学部 １年：２８６人，２年：２５７人，３年：２５０人，４年：２７７人，計：１，０７０人 

札幌市 
（北海道） 

札幌医科大学 
（北海道公立大学法人札幌医科大学） 

医学部 
保健医療学部 

１年：１１１人，２年：１２３人，３年：１０３人，４年：１１１人，５年：１１３人，６年：１０８人，計：６６９人 
１年：９０人，２年：９１人，３年：８８人，４年：９１人，計：３６０人 

札幌市 
（札幌市） 

札幌市立大学 
（公立大学法人札幌市立大学） 

看護学部 
デザイン学部 

１年：８３人，２年：８５人，３年：９２人，４年：９６人，計：３５６人 
１年：９０人，２年：９５人，３年：９０人，４年：１０１人，計：３７６人 

名寄市 
（名寄市） 

名寄市立大学 
（名寄市） 

保健福祉学部 １年：１５２人，２年：１４８人，３年：１５３人，４年：１４１人，計：５９４人 

中核市が設置主体の公立大学 

中核市名 
（）内は平成２７年３月３１日

現在人口 

公立大学名 
（）内は設置主体 

設置学部 
（平成２８年度時点） 

学部（昼間）の学生数 
※人数は一般社団法人公立大学協会作成の大学基本情報（２０１５）「８－Ｄ２ 学科別学生数」から転記 

青森市 
（293，859人） 

青森公立大学 
（公立大学法人青森公立大学） 

経営経済学部 １年：３６５人，２年：３２３人，３年：３１５人，４年：３４１人，計：１，３０４人 

秋田市 
（317，651人） 

秋田公立美術大学 
（公立大学法人秋田公立美術大学） 

美術学部 １年：１０４人，２年：１０６人，３年：１０３人，４年：１０人，計：３２３人 

高崎市 
（374，905人） 

高崎経済大学 
（公立大学法人高崎経済大学） 

経済学部 
地域政策学部 

１年：５４３人，２年：５３１人，３年：４７９人，４年：５９４人，計：２，１５２人 
１年：４３８人，２年：４５６人，３年：４８８人，４年：５６８人，計：１，９５０人 

前橋市 
（339，491人） 

前橋工科大学 
（公立大学法人前橋工科大学） 

工学部 １年：２５２人，２年：２４５人，３年：２４０人，４年：２７４人，計：１，０１１人 

金沢市 
（452，504人） 

金沢美術工芸大学 
（公立大学法人金沢美術工芸大学） 

美術工芸学部 １年：１６０人，２年：１５５人，３年：１７２人，４年：１４８人，計：６３５人 

岐阜市 
（414，382人） 

岐阜薬科大学 
（岐阜市） 

薬学部 
４年制 １年：４１人，２年：４８人，３年：４７人，４年：５７人，計：３２３人 
６年制 １年：８８人，２年：７７人，３年：８８人，４年：８６人，５年：８６人，６年：８１人，計：５０６人 

福山市 
（470，944人） 

福山市立大学 
（福山市） 

教育学部 
都市経営学部 

１年：１０１人，２年：１０１人，３年：１０５人，４年：１０１人，計：４０８人 
１年：１５７人，２年：１５７人，３年：１５４人，４年：１７２人，計：６４０人 

下関市 
（273，736人） 

下関市立大学 
（公立大学法人下関市立大学） 

経済学部 １年：５６５人，２年：５４７人，３年：４９０人，４年：５７５人，計：２，１７７人 

宮崎市 
（404，253人） 

宮崎公立大学 
（公立大学法人宮崎公立大学） 

人文学部 １年：２１２人，２年：２１０人，３年：２１７人，４年：２８５人，計：９２４人 
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今後の公立大学設置状況 

現大学名 
（）内は現設置主体 

所在市 設置に向けた状況 設置予定学部と予定定員 

長野大学 
（学校法人長野学園） 
※公設民営の私立大学 

長野県上田市 

・学校法人長野学園が設置する長野大学を公立大学に移行させ，平成２９年度の開設を目指して準備中である。 
 
・平成２８年９月３０日，学校法人長野学園から文部科学大臣宛に，現長野大学の設置者変更届出書，学校法人解散 
 認可申請書が提出され，同日に上田市長から長野県知事宛に，長野大学の新設置者となる公立大学法人長野大学の 
 設立認可申請書が提出された。 

社会福祉学部 
 社会福祉学科：１５０名 
環境ツーリズム学部 
 環境ツーリズム学科：７５名 
企業情報学部 
 企業情報学科：７５名 

小松短期大学 
（学校法人小松短期大学） 
※公設民営の私立短期大学 

石川県小松市 

・学校法人小松短期大学が設置する小松短期大学と，私立専門学校のこまつ看護学校を統合し，平成３０年度に公立
大学としての開設を目指して準備中である。 
 
・設置者を小松市，大学名を公立小松大学とする内容で，平成２８年１０月末に文部科学大臣宛に大学設置認可申請 
 書が提出され，文部科学大臣から大学設置・学校法人審議会に対して諮問されている。 

生産システム科学部 
 生産システム科学科：８０名 
保健医療学部 
 看護学科：５０名，臨床工学科：３０名 
国際文化交流学部 
 国際文化交流学科：８０名 

長野県短期大学 
（長野県） 

長野県長野市 
・長野県短期大学を廃止して４年制大学とし，平成３０年度に公立大学としての開設を目指して準備中である。 
 
・長野県短期大学は，平成３０年４月学生の募集を停止予定 

グローバルマネジメント学部 
 グローバルマネジメント学科：１７０名 
健康発達学部 
 食健康学科：３０名，こども学科：４０名 

＜文部科学省に認可申請などの手続を行っている大学＞ 

現大学名 
（）内は現設置主体 

所在市 設置に向けた状況 平成２８年５月１日現在の学部と定員・現員 

新潟産業大学 
（学校法人柏専学院） 
※公私協力方式の私立大学 

新潟県柏崎市 ・平成２６年１１月７日に，柏崎市に対して「新潟産業大学の公立大学法人化について」の要望書を提出された。 経済学部 定員６００名 現員４３６名 

千歳科学技術大学 
（学校法人千歳科学技術大学） 
※公設民営の私立大学 

北海道千歳市 
・平成２８年１２月６日に，学校法人千歳科学技術大学から千歳市に対して，公立大学法人化の検討に関する要望書
が提出された。 

理工学部 定員４８０名 現員３５７名 
 
総合光科学部：定員４８０名 現員３２５名 

諏訪東京理科大学 
（学校法人東京理科大学） 
※公私協力方式の私立大学 

長野県茅野市 

・平成26年４月に，茅野市に対して，諏訪東京理科大学のあり方についての意見交換の打診があり，大学，茅野市， 
 長野県（オブザーバー）の同意の下で，同年１２月から計７回にわたり，三者間で諏訪東京理科大学の抱える課題 
 と今後のあるべき姿に関する意見交換を実施した。 
 
・学校法人東京理科大学理事長から，平成２７年9月28日に茅野市長，10月1日に諏訪広域連合長，10月23日に 
 長野県知事宛に「諏訪東京理科大学の公立大学法人化の検討について」の要望書がそれぞれ提出され，要望書提出 
 を受けて，学校法人東京理科大学，茅野市，長野県，諏訪地域５市町村の代表をメンバーに「諏訪東京理科大学公 
 立化等検討協議会」を設立した。平成２８年２月４日には，諏訪東京理科大学の公立化等の検討において，大学の 
 存続に必要な意見を聴取することを目的として，有識者会議が設置された。 
 
・平成28年8月24日に，諏訪地域6市町村と学校法人東京理科大学と長野県が，平成30年4月に諏訪東京理科大学 
 を公立大学として開学することを目指す基本協定を締結した。 
 
・大学設置者を諏訪地域６市町村（一部事務組合）が設立する公立大学法人，大学の名称を「公立諏訪東京理科大学 
 （仮称）」，経営情報学部を工学部に統合し，工学部一学部での開学を目指すことを検討協議会で決定した。 

工学部 定員２００名 現員５００名 
 
システム工学部 定員６００名 現員１４０名 
 
経営情報学部 定員４００名 現員２２２名 

＜その他の公立大学化に向けた動き＞ 
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